








 

置の考え方である．例として，3 点の既往の観測情報がある場合について，最適な追加観測地点を算

定した結果を図-8 に示す．既往の観測地点は同じであるが，得られた値が異なる 3 ケースを仮定して

最適な追加観測点を算定した．判断のための基準 x0は 2.0 であることから，観測された数値がそれに

近い既往の観測点を重視して追加の観測点が決まっている傾向がみられる．不確定性の大きさだけに

基づく方法ではこのように得られた観測の値も考慮して最適な観測点を決めることはできない．  
 

5. まとめ 
本報告では観測点の最適化を行う方法について提案を行った．観測点最適化の問題は，1)観測配置

に対する目的関数の設定，2)目的関数に関する最適化問題の解の算定，の 2 ステップから考えること

ができる．本論文では前者について論じ，情報の価値 VoI (Value of Information)の基本概念の解説及び

1, 2 次元の例題を示した．VoI を判断の誤りに関するリスク（経済損失の期待値）の期待削減量として

定義しており，単なる不確定性の量だけでなく，得られている観測値も反映した指標となっている点，

及び，観測に必要となるコストとのトータルコストを考えることで最適な観測点数を決めることがで

きる点が大きな特徴である． 
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１．はじめに 
落石の被害を軽減するために，全国で調査が実施されており，各危険個所に対して対策

を講じるための努力が続けられている．しかしながら，未だ膨大な数の危険個所が存在し

ており，全ての危険個所に対して十分な対策を講じるには，将来に渡り長い時間と多くの

費用を必要とする．そのため，より効率的な落石対策が望まれているが，そのためには落

石の危険度を定量的に評価できる枠組みが必要である． 

落石挙動予測手法として，経験則や簡単な物理式に基づく手法（例えば落石便覧式）と数

値解析が挙げられる。また，数値解析は，失点系の手法（例えば，吉田らの手法1) や右城

らの手法2)）と非失点系の手法（例えば，不連続変形法3)や個別要素法（DEM）4)）の2つの

グループに分類できる．失点系の手法は，非失点系の手法と比べて計算コストが低く，使

用に際して特殊な知識や経験を必要とする場面が少ないため，実務でも広く利用されてい

る．対して，非失点系の手法は，計算コストが高く，得られる結果が使用者の技量や経験

に依存するといった問題はあるものの，落石の形状の影響を考慮できるという利点を有し

ており，適切に使用すれば落石挙動を高精度に表現することができる．筆者らは，非質点

系手法の一種である個別要素法5) を用いた落石危険度の定量的評価の枠組みを提案してい

る．この枠組みは落石危険度の定量的評価と非質点系手法（本論文内では主に個別要素法）

の欠点の解消を同時に達成するものである．本論文では，この枠組みを実斜面に対して落

石の危険度を評価した事例について報告する． 

 

２．危険度評価の枠組み 
（１）枠組みの基礎 
提案する落石危険度評価の枠組みは，本城ら6)7) が提案する地盤構造物の信頼性設計の枠

組み（図-1）を基礎としている．この方法では，全体の評価工程を①数値解析，②不確実

性解析，③信頼性解析の3つのプロセスに分離する．①の数値解析は，数値解析ツールを用

いて，対象事象の応答を調べるプロセスである．このプロセスでは，対象事象に対して支

配的な基本変数の値の組み合わせを変化させ，それぞれの組み合わせに対する対象事象の

応答を出力しておく．②不確実性解析は，基本変数の不確実性を統計的学的手法により定

量化するプロセスである．③の信頼性解析では，①で得られた数値解析の結果を用いて基

本変数に対する対象事象の応答曲面を仮定する。その後，得られた応答曲面と②で定量化

された不確実性の情報を用いて，モンテカルロシミュレーションを実施し．その結果から

ある定められた状態に対する超過確率を算出し，信頼性の評価を行う．  

この枠組みを用いて，液状化地盤上の水路の耐震設計の適用例が報告されており8)，その

有用性が確認されている．この枠組みを用いることにより，数値解析は現象の傾向を捉え
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るためだけの目的に限定されるため，多くのケースに対して解析を実施する必要はなく，

計算コストの高い手法であっても利用可能となる．また，解析パラメータに関してバラツ

キを考慮するため，実現象を表現する際の解析パラメータの設定の難しさという問題も大

幅に改善される．さらに，数値解析のプロセスとその他のプロセスが独立しているため，

数値解析手法の高度化や変化に即座に対応することができ，新しい解析手法を随時採りこ

むことが可能である． 

 
図-1 数値解析を用いた信頼性設計の枠組み 6)7) 

 
（２）DEMによる落石危険度評価の枠組み 

図-2 は，本研究で用いる落石危険度評価の枠組みを示したものである．まず，評価対象

事象を決定する．これは，落石のエネルギーや到達距離といった定量的な評価と，落石が

ある範囲に到達するか否かの二値的な評価の 2 種類がある．これらの違いは，応答曲面で

採用する回帰モデルの関数形を変化させることで対応できる．次に，DEM による落石シミ

ュレーションを実施する．シミュレーションの中では，条件を変化させて，解析条件や解

析パラメータが評価対象事象に与える影響を調べる．複数ケースの解析結果を得た後，そ

の結果を用いて評価対象事象の応答曲面を構築する．具体的には，評価対象事象に影響す

る変数を含む関数を作成し，数値解析結果を表現するようにフィッティングを行う．最後

に，得られた応答曲面を用いてモンテカルロシミュレーションを実施し，その結果から危

険度を評価する． 

 
図-2 数値解析を用いた落石危険度評価の枠組み 

DEMによる落石シミュレーション
（条件を変えて複数ケース実施）

応答局面の構築

不確実性の定量化

モンテカルロシミュレーション

評価対象事象の危険度評価

評価対象事象の決定
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３．実斜面への適用 
以下では，先述の枠組みを用いて実斜面の落石危険度評価を実施した結果について示す。 

（１）対象斜面 

図-3に対象斜面の写真を示す．対象斜面は，長野県に位置するものであり，斜面下には

建物が存在している．この建物に対する落石の危険度を評価した．現地踏査の結果，図-3

に示した3箇所の落石の発生源が存在することを確認した．また，斜面中腹には，過去に発

生した落石と考えられる崖錐が溜っており，概ね10～20cm程度の大きさであった．岩種は

球状石灰岩であり，風化や雨水による浸食などの作用により，不連続面が発達した状態と

考えられる．また，斜面の表面形状はレーザープロファイラーを用いて取得した．得られ

た表面形状を図-4に示す．本事例では，落石が建物の領域まで到達するか否かを評価対象

事象とし，落石の到達確率を出力結果とすることで危険度評価を行った． 

 

  
図-3 対象斜面の写真         図-4 対象斜面の表面形状 

 
（２）DEM による落石シミュレーション 

数値解析の後に実施する応答局面の構築作業では，数値解析の中で入力条件を変化させ

て得られる複数ケースのシミュレーション結果を基に，応答局面を構築する．そのため，

数値解析では，入力パラメータや解析条件を変化させて複数ケース実施する必要がある．

本事例においては，落石の体積，アスペクト比，反発係数を変化させた．体積とアスペク

ト比については，現地調査の結果を踏まえて，図-5に示すように，3種類のサイズと3種類

のアスペクト比（縦横比）を設定した．つまり，合計で9種類の体積の落石モデルをシミュ

レーションの中で用いた．反発係数は，0.1，0.2，0.3，0.4の4種類とした．現地の斜面表面

は表土で覆われており，反発係数は0.1以下と推定されるが，冬季の温度低下による表面の

凍結に伴う反発係数の上昇も考慮して広めの範囲でシミュレーションを実施した．また，

落石の発生源については，現地調査の結果に基づいて，図-4の3か所の発生源を設定した．

以上の条件より，体積9種類，反発係数4種類，発生源３箇所の全ての組み合わせである108

ケースの解析を実施した． 

 全 108 ケースの解析結果（落石経路）を図-6～8に示す．図-6～8はそれぞれ，サイズ（大
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中小），アスペクト比，反発係数で落石経路を色分けしたものである．これらの図より，サ

イズが小さく，アスペクト比が１に近く，反発係数が高いケースが建物の領域に到達しやす

い傾向が確認できる．また，108 ケースの中で落石が建物の領域まで到達するのは 3 ケース

のみであり，落石が到達する確率はさほど高くないことがわかる．また，到達するケースは

反発係数が 0.4 の場合であり，危険度側の条件の場合にのみ到達していることが確認できる。 

  
図-5 落石モデル      図-6 解析結果（落石サイズで色分け） 

  
図-7 解析結果（アスペクト比で色分け）  図-8 解析結果（反発係数で色分け） 
 
（３）応答局面の構築 
到達距離やエネルギーなどの量に関する危険度評価を実施する場合には，その量を出力す

る関数を構築する．しかし，本事例では，落石が到達する確率を評価するため，個別要素

法によるシミュレーション結果（到達しない：0／到達する：1）と関連パラメータをロジ

スティック回帰分析により関連付けを行う．本事例では，関連パラメータを，落石の反発

係数，落石のアスペクト比，落石の体積の3種類とした． 

ロジスティック回帰分析は，関連パラメータを変数として，ある現象が発生する確率を出

力するモデルを構築ことができる．ロジスティック回帰分析で用いられる数式モデルを以

下に示す． 

)exp(1

1

z
P


                     （1） 

nn xxxz   22110               （2） 
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ここで， xは関連パラメータ，  は回帰係数である．本事例の中では，落石が発生した

場合に，建物の領域まで到達する確率 P を出力するモデルを構築する．ロジスティック回

帰分析により得られた回帰係数を表-1 に示す．各関連パラメータの回帰係数の他に，オッ

ズ比と t 値を表中に示している．この結果より，反発係数の影響が大きいことが確認できる． 

  表-1 回帰係数の計算結果 

 

（４）関連パラメータの不確実性の定量化 
前節までの結果で，シミュレーション結果から落石の到達確率を出力するモデルが構築

された．このモデルは、シミュレーション結果を反映した１本の数式として表現されてい

る．そのため，関連パラメータの値の組み合わせを変化させて，モンテカルロシミュレー

ションを行うことで多数ケースの結果を出力することができる．ただし，モンテカルロシ

ミュレーションの入力値となる関連パラメータの不確実性を定量化する必要がある．具体

的には，各関連パラメータの平均値と標準偏差，および分布形状を決定する．表-2に各関

連パラメータの不確実性を定量化した結果を示す．これらの結果は，現地調査の結果に工

学的判断を加味して決定したものである． 

表-2 関連パラメータの不確実性を定量化した結果 

 

（５）落石到達確率の評価 
各関連パラメータは独立であるととらえ，先述の落石の到達確率を出力するモデルと，関

連パラメータの不確実性を定量化した結果を用いてモンテカルロシミュレーションを実施

した．つまり，関連パラメータの確率分布に従って，乱数を発生し，様々な組み合わせケ

ースについて到達確率を計算した．本事例では，100万回の試行を行った．モンテカルロシ

ミュレーション結果を踏まえて，次式により，対象斜面で落石が生じた際の平均的な到達

確率 rP を計算した． 

N
P

P i
r
                     （2）  

ここで， iPは組み合せ iの到達確率， N は試行回数である．この結果， rP は2.2%という

結果を得た．ただし，この確率は，落石が発生したという想定の下で，落石が建物の領域

切片

反発係数

アスペクト比

の値 オッズ比 t値

-3.034 4.8E-2 -1.8

11.606 1.1E+5

-1.279 2.8E-1

体積

0

1

2

3



-60.619 0.0E+0

-2.5

-2.0

-1.5

反発係数

アスペクト比

体積（m3）

平均値 標準偏差 分布関数

0.1 0.1 対数正規

2 1 対数正規

0.008 0.008 対数正規

－122－



に到達する確率という条件付き確率であるため，以下のように絶対確率 ZP に変換する． 

yrz PPP                       （3） 

ここで， yP は，1 年間に当該斜面で落石が発生する確率である．本事例では，現場の落石

状況（斜面中腹に存在する過去の落石）から考えて，1 回/年～1 回/10 年程度ではないかと

考えられたため，安全側（危険度を大きく評価する）の観点から 1 回/年と想定した．すな

わち，先述の条件付き確率が絶対確率に等しく，当該斜面上で落石が建物領域に到達する絶

対確率は 2.2%/年（50 年に 1 回程度）と算定される．また，DEM によるシミュレーション

の結果を踏まえれば，到達するのは 10cm 角程度の小規模な落石であり，大規模な対策工は

必要ないと判断できる． 
 
４．まとめ 
本論文では，DEMを用いた落石の危険度評価の枠組みを実際の斜面に適用し，危険度評

価の具体的な手順を示した．非線形性の強い落石挙動の予測には，十分な試行回数のシミ

ュレーションが必要となるが，高度な数値解析手法を用いる場合，計算コストの関係上多

くの試行回数を確保できない．本論文で示した枠組みは，応答曲面の利用により，この問

題を解消可能としている．また，入力パラメータや計算条件のバラツキを考慮するために，

入力パラメータの設定に関する難しさが比較的少なくなる．本論文で示した枠組みは、落

石危険度評価だけでなく、今後の数値解析を用いた設計や防災の中で重要なものになると

思われる。 

なお，本論文で示した危険度評価の枠組みでは，現地調査の結果に基づいて地形や入力パ

ラメータ，およびバラツキの大きさを推定することになる．そのため，調査結果の精度は

極めて重要であり，結果を大きく左右するものとなる．そのため、本論文で示した危険度

評価の枠組みを使用する上で，使用する調査結果の精度に関する十分な検討が重要である。 
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[論文No.特③] サウンディング試験結果の統計モデルと弾性波探査結果との合成 

 

岡山大学大学院環境生命科学研究科 西村伸一 

 

1．はじめに 

 本研究では，ため池や河川の堤防のような土構造物の管理手法を確立することを目的と

している．堤体維持管理のための内部診断に用いる調査手法として，サウンディングを中

心に考えており，本研究は，N値の空間分布を詳細にモデル化する手法を提案するものであ
る．一般に，地盤強度をはじめ，様々な土質定数を推定するため，標準貫入試験 (SPT) に
よるＮ値が計測される．本研究でも，SPTによるN値を基準としているものの，サウンディ

ング試験として，より簡便に高密度の情報を得るため，スウェーデン式サウンディング試

験（SWS試験）を用いるものとする．また，この試験結果を基に，N値の空間分布を表現す
る統計モデルを決定している．

 サウンディング試験で得られる情報は，点推定値であるため，計測点間の情報を補間す

る必要がある．そのため，ここでは，地質統計学の一手法である，インディケータシミュ

レーション法 1)を用いる． これによって，決定された統計モデルにしたがい，N 値の点推

定値を空間的に補間することができる．さらに，インディケータシミュレーションでは，

主となる情報をハードデータ，補助的な情報をソフトデータとして用いることができる．

本研究では，補助的なデータとして弾性波探査の結果を利用する方法を提案する．弾性波

探査手法としては，地盤定数との相関性が強い S 波が精度良く計測されるとされる表面波
探査 2)を利用する．本研究では，実際の貫入試験である SWS 試験をハードデータ，表面波
探査結果を補助データ（ソフトデータ）と考え，２つの情報の合成によって精度の高い N
値分布を同定し，堤体内で N 値の低い箇所を検出することを試みる．  

２．現地試験結果

 ため池の堤体であるサイトHにおいて，サウンディングと表面波探査を実施した．図1に
示すようにため池堤体の縦断方向に沿って5m置きに9箇所，サウンディングを実施し，同じ
箇所で表面波探査を実施した．式(1)は，稲田によって示された，砂質土を対象とした標準

貫入試験結果NSPTとスウェーデン式サウンディング試験（SWS）結果との回帰式
3)
であり，

換算N値NSWSが得られる．回帰式のばらつきを考慮するために，確率変数εrを導入し，最終

的に式(2)を提案し，NSPTを得る．この式は，NSPT/NSWSの変動係数が0.354であることを表し

ている．

SWSWSWS WNN 002.067.0   (1)  

 

図 1 堤体平面図と試験間隔 
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NSW：半回転数WSW：重錘の重さ 

  SWSrSPT NN  354.01   (2)  
εr: N(0, 1)の正規確率変数   
 図2に，現地における標準貫入試験結果とSWSによる換算N値が示されており，比較的適

合度が良いことが分かる．一方，図3には，現地において実施した表面波探査によるN値分

布を示している．ここでは，S波からN値への換算は，次式の今井の式4)
を用いる．

(3)

サウンディングと比較すると，局所的な変化には追随できないが，平均的なN値の分布が表
現されている．

 

 

３．土の強度の統計モデル 

  

VS = 89.8N 0.341

 

図 3 表面は探査による N 値の空間分布 

 

図 2 SPT と SWS による N 値の比較 
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(1) モデル化の手法

 地盤定数を代表する変数をξとし，これが空間座標 X=(x, y, z)の関数であるとすると，一
般に，ξは，空間座標の関数として次式で与えられる．

     XXX U  (4)
ここで，(X)は，平均値関数μ(X)と確率成分U(X)の線形結合であると仮定する．
 変数を空間的に離散化してベクトル表示したものを =( 1,  2, ...,  M)とする． Mはテス
ト箇所の個数であるとし，土質試験や地盤調査から得られた結果を Ξ=(Ξ1, Ξ2, ..., ΞM)と定義
する．ベクトルΞは，確率ベクトル  =( 1,  2, ...,  M)の一つの実現値である．もし変数  1,
 2, ...,  M がM次元正規分布を構成していると仮定すると，その確率密度関数は次式で与え

られる．

 (5)

ここで，μ=(µ1, µ2, ..., µM) は確率変数  =( 1,  2, ...,  M)の平均値関数であり，次式の座標値
に関する多項式で与える．ただし，ここでは，堤体の縦断面（x-z断面）を解析を対象とし，
モデル化を二次元に限定するものとする．



k  a0  a1xk  a2zk  a3xk
2  a4zk

2  a5xkzk  (6)
 (xk, zk)はパラメータ kに対応する水平と鉛直座標（深度）を表し， (a0,  a1,  a2,  a3,  a4,  
a5) は，平均値関数の回帰係数を表す．C は M×M の共分散行列であるが，基本的に次に

示す4タイプから選択する．

  ijCC  

 zjixji lzzlxx exp2  (7a) 

    22222 exp zjixji lzzlxx   (7b)

    22222 exp zjixji lzzlxx   (7c) 

 zjixjie lzzlxxN exp2  (7d) 

 

 
Mji

jiN
jiN

e

e ,,2,1,                                    
     1
     1










 ここで [Cij ] は，i, j 点間の共分散Cijを要素とする共分散マトリクスを表し，ƒÐは標準偏

差, lx, lzは， x,  z 方向の相関距離をそれぞれ表す．また，パラメータNeは，2点間の距離が
0付近の急激な相関性の減少（金塊効果

5)
と呼ばれる）を表現するパラメータである．

対数尤度を基に，情報量基準AIC6)
が式(8)で与えられる．

 (8)

ここで，Lは，式(5)のモデルを決定するパラメータの数であるが，本研究の場合は，式(6)
の回帰係数の数と式(7)のlx, ly, Neで与える共分散を決定するパラメータの数の和を表す．

AICを最小化することによって(MAIC)，最適な共分散関数（４つのタイプの中の1つ），平
均値関数とその回帰係数の数，標準偏差，相関距離lx, ly，金塊効果のパラメータNeを決定
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することができる．

(2) 堤体の統計モデル

 サイトHにおいて実施したサウンディングの結果に対してモデル化を行う．ただし，堤体
部と基盤部では大きく物性が異なるため，別々にモデル化を行うものとする．

 堤体部分について，式(6)に示した平均値関数を仮定して統計モデルを決定しようと試み

た結果，相関距離が適切に決定されなかった．これは，試験結果の水平方向のトレンドが，

やや周期性を示し，二次関数では追随できなかったためである．さらに高次の項を加える

ことも考えられるが，高次のトレンド関数は，外挿域で極端な値を示すため．これを採用

しないこととした．代替案として，ここでは，式(6)の座標の2次までの関数を加えて，x方
向の周期性を考慮した平均値関数を検討している．ここでは，式(6)に，sin{(x/5-1/2)π}の項

を加えた平均値関数を検討した．これは，Ｎ値に10mに１周期とする周期性が見られるため

である．結果，次式が最適な平均値関数として，選択されている．

zx 157.0
2
1

5
sin816.098.1 
















  (9)

また，同時に決定された共分散関数は以下の関数が選択される．水平方向の相関性が鉛直

方向の10倍程度に同定されており, これは，一般に報告されている値
7)
に近いため，適切な

モデル化がなされたと判断される. 

Cij = 1.24( )2     i = j( )
(10) 

 基盤部と堤体部では物性が大きく異なるため，基盤部については，SWMを用い，平均値

関数と標準偏差を同定している．MAICによって求められた平均値関数と標準偏差を以下に
示す．ただし，基盤部と堤体部の境界は，SWS試験結果によるものとし，相関構造は，堤

体部と同様とする．

xzzxzx 012.0183.00039.083.434.098.5 22   (11) 
189.1  (12) 

４．インディケータシミュレーションシミュレーション法

 本研究では，2種類のデータの合成によって，より精度の高いN 値の空間分布を求めよう

としているが，データの合成法としてインディケータシミュレーション法(IS)1)
を用いてい

る．ここでは，SWS試験によるN 値をハードデータとして，表面波探査によるN 値をソフ

トデータとして用いている．インディケータシミュレーションは，任意のパラメータR（こ
こではN値）に対して，式(13)以下で定式化される ．

 
  
  

kk
rR
rR

ri
k

k
k ,...,1                      

u ,1
u ,1

;u 







  (13) 

iは，パラメータRの2値変換値である．rはパラメータR の任意の値を表し，rk, (k = 1, 2, ..., K)
は，Rの特定の値であると同時に，2 値変換値の閾値を表しており，K段階存在する．u は

座標を表し，u = (x, z) であり，式(10)におけるiは，この座標点における値である．n個の計
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測点uαにおける2値変換値 i(uα;r) から，式(13)をとおして，任意の位置u におけるパラメー

タRの確率分布関数Fが得られる．

式(14)中，w はソフトデータ（n′個）を表し，確率分布関数の形で与えられるが，以下にそ

の決定手順を示すものとする．

1) 計測データwの確率分布関数として，ハードデータと同じ確率分布関数Fを仮定する．
2) 計測データの計測値を用いて，インディケータクリッギングを実施する．

3) クリッギングの結果として得られる出力点毎の確率分布を，インディケータシミュレー

ションのソフトデータとする．

λα，να′ は，補間係数で，次の連立方程式を解くことによって決定される．

   

    ｩ,....,1ｩ   ,

,....,1     ,

ｩｩｩ

ｩ

1ｩ
ｩｩ

1

ｩ

ｩ

1ｩ
ｩ

1

nCCC

nCCC

m

nn

m

nn





























uu

uu

 (15) 

Cαβは，ハードデータの計測点α, β間の共分散，Cmαは，任意点mと点α間の共分散を表す．一

方，Cα′β′は，ソフトデータの計測点α′, β′ 間の共分散，Cmα′は，任意点mと点α’間の共分散を

表す．式(14), (15)をとおして，α, βは，ハードデータの位置を，α′, β′ はソフトデータの位置

を表すものとする．最終的に次式によってパラメータRの乱数が作成される．  

       ｩ;1 nnpFr ll  
uu  (16) 

ここで， p(l)は， [0,1]の範囲の一様乱数を表し，添え字lはモンテカルロ法の試行回数を表
す．最終的に，シミュレーションでは，式(16)で作成される乱数rが，パラメータRの実現値
として使用される．

５．サウンディングと表面波探査の合成によるN値推定法と実堤体盛土への適用

 ISによって，空間の各点において，N値が乱数として生成される．図4 (a)-(c)は，サイトH
における縦断方向断方向のN値の平均値，標準偏差とN値が2以下となる確率を示している．

堤体部のN値が相対的に小さく，周期性のある平均値関数の影響で，堤軸方向に対して，N
値の大きな部分と小さな部分が繰り返しているのが特色である．標準偏差は，ハードデー

タの計測点で小さくなっている．また，N値が閾値2を下回る確率は，基本的に，N値の平均
値が，小さくなっているところで大きくなっている．この確率の経年変化を見ることで，

堤体内部での強度劣化部分を判断する材料になると考えている．

６．まとめ

(1) N 値の空間分布の統計モデルを求めた．

(2) サウンディング結果から，地盤定数の統計モデルを決定する方法を示した．また，イ

ンディケータシミュレーション法を利用し，サウンディングと表面波探査の 2 種類の試験
結果を合成した．これにより，より信頼性の高い N 値の分布構造を得ることができると考

えられる. 
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F u;rk n n '    Prob R u   rk nn '    0F rk    u;rk 
1

n

 i u ;rk    ' u;rk 
 '1

n '

 w u ';rk   (14) 



(3) N 値が 2 を下回る確率の分布から堤防の劣化状況を的確に知ることができる．
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(a) 平均値の分布 (b) 標準偏差の分布 

 

 (c) N 値が 2 を下回る確率の分布 

図 4 インディケータシミュレーションによる N 値の空間分布 
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検討項目（報告書目次案）

（１）体系化委員会の位置づけと目的
（２）地質リスクマネジメントの組織的

取り組みの現状と課題

（３）地質リスクマネジメントの概念
（４）地質リスク要因
（５）地質リスクマネジメントのしくみ
（６）地質リスクマネジメントのツール

2013/11/222013/11/22 地質リスク学会体系化委員会地質リスク学会体系化委員会 44

第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会

（１）体系化委員会の目的

体系化委員会は、地質リスクマネ
ジメントの目的・実施者・時期・実施
場所・実施項目・実施方法・評価等
の体系の確立を目指す事を目的に
活動する。
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第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会
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第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会

（２）地質リスクマネジメントの組織的
取り組みの現状と課題

①事業別に見た取り組み状況

②事業主体別に見た取り組み状況

③事業段階別に見た取り組み状況

④海外の取り組み状況

－130－



2013/11/222013/11/22 地質リスク学会体系化委員会地質リスク学会体系化委員会 77

第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会

公共事業（道路事業）
の各事業段階におけ
る地質調査の概略プ
ロセス

◆基本計画段階
概略調査でリスクの

抽出・特定

◆事業計画段階
地質調査により

リスクを削減

◆施工・維持管理段階
一部の地質リスクは

施工・維持管理段階へ
持ち越されるものの、適
切なマネジメントによりリ
スクの発現を回避

維持・管理段階へ
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第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会

（３）地質リスクマネジメントの概念

①地質リスクマネジメントの必要性

②地質リスクマネジメントの定義

③地質リスクマネジメントの効果

2013/11/222013/11/22 地質リスク学会体系化委員会地質リスク学会体系化委員会 99

第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会

③地質リスクマネジメントの効果
佐橋モデル
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第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会

（４）地質リスク要因

①地質の不確実性

②地質技術的課題

③工学的課題
・
・
・
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第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会
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第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会

（５）地質リスクマネジメントのしくみ

①地質リスクマネジメントの体系の概要
（全体的体系）

②事業プロセス（段階）に応じた手法
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第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会

（６）地質リスクマネジメントのツール

①リスク特定のためのツール（仕組み）
②計量化ツール（リスクの計量、マネジ

メント効果の計量）

ガイドライン研究委員会の
検討結果を反映する
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第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会

最後に
地質リスクは

地質技術者がマネジメント
することが重要です

事例収集と内外への情報発信を
お願い申し上げます
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第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会第４回地質リスクマネジメント事例研究発表会

ご清聴ありがとうございました
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